
②被ばくの経路

被ばくの経路には、大きく「外部被ばく」と「内部被ばく」の2種類がある。これらは複合的に起こり得ることから、原子力災害対策の実

施に当たっては双方を考慮する必要がある．

(i)外部被ばく

外部被ばくとは、体外にある放射線源から放射線を受けることであるc

(ii)内部被ばく

内部被ばくとは、放射性物質を吸入、経口摂取等により体内に取り込み、体内にある放射諒源から放射線を受けることである．

（3)原子力災害の特殊性

原子力災害では、放射性物質又は放射線の放出という特有の事象が生じる。したがって 原`子力災害対策の実施に当たっては、以下のよう

な原子力災害の特殊性を理角けする必要がある．

•原子力災害が発生した場合には被ばくや汚染により復l日・復興作業が極めて困難となることから、原子力災害そのものの発生又は拡大

の防止が極めてm:要であること。
・放射綿測定器を用いることにより放射性物質又は放射線の存在は検知できるが、その影響をすぐに五感で感じることができないこと。

•平時から放射線についての基本的な知識と理解を必要とすること．

•原子力に関する専門的知織を有する槻関の役割、 当該機閲による指示、 助首等が極めて重要であること．

，放射線被ばくの影響は被ばくから長時間経過した後に現れる可能性があるので、住民等に対して、専故発生時から誰続的に偲廉管理等

を実施することが重要であること。

ただし、情報連絡、住民等の屋内退避・避難、被災者の生活に対する文援等の原子力災害対領の実施については、一般的な防災対策との共

通性又は類似性があるため、これらを活用した対応のほうが効牢的かつ実効的である。したがって｀ ／原子力災害対策は、上記の特殊性を考慮

しつつ、一般災害と全く独立した災害対策を講じるのではなく、一般的な災害対策と運携して対応していく必要がある．
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（4)放射綿被ばくの防棟措雷の碁本的考え方

原子力災宙が発生した場合には、上記 (3)で述べた原子力災也の特殊性を踏まえた上で、住民等に対する放射線被ばくの防謹措置を講じ

ることが最も重要である。基本的考え方としては、国際放射線防護委員会等の勧告、特にPublication1 0 9、11 1や国際原子力機関

(International Atomic Energy Agency。 以下「 IAEA」という。）のGS-R-2等の原則にのっとり、住民等の被ばく線祇を最小限に

抑えると同時に、被ばくを直接の要因としない健康等への影響も抑えることが必要である。

1第2 原子力災害事前対策|

（1)原子力災害事前対策の碁本的考え方

原子力施設においては、原子力災杏の発生を未然に防止するため、炉規法、原災法等に甚づき、原子力災宙予防対策が講じられる。しかし、

原子力災害予防対策を講じているにもかかわらず、原子力災害が発生した場合には、原子力事業者、国、地方公共団体等が、住民の健康、生

活基盤及び喋境への影響を、平態の段階に応じた最適な方法で綬和し、影孵を受けた地域が可能な限り早く通常の社会的・経済的な活動に復

帰できるよう、様々な行動をとらなければならない．

これらの行動が、事能の段階に応じて有効に機能するためには、平時から、遮切な繁急時の計画の整備を行い`!）II練等によって実行できる

ように、準伽を十分に行っておく必要がある。

（2)緊急事熊における防＂措置実旅の碁本的考え方

① 緊急事態の段階

緊急事態においては、事態の進展に応じて、関係者が共通の認識に基づき意思決定を行うことが重要である。すなわち、緊急市態への対応

の状況を、準備段階•初期対応段陪 ・ 中期対応段階 ・ 復旧段階に区分し、各段階の対応の詳細について検討しておくことが有効である。

・準備段階では、原子力事業者、国、地方公共団体等がそれぞれの行動計画を策定して関係者に周知するとともに、これを訓練等で検証，•

評価し、改善する必要がある。

初期対応段階では、情報が限られた中でも、放射繰被ばくによる確定的影噂を回避するとともに、確率的影響のリスクを最小限に抑え



るため、迅速な防獲措置等の対応を行う必要がある。

・中期対応段階では、放射性物質又は放射線の影響を適切に管理することが求められ、環境放射線モニクリングや解析により放射綿状況

を十分に把握し、それに基づき、初期対応段陪で実施した防護措慨の変更・解除や長期にわたる防護措置の検討を行う必要がある。

・復旧段r>11では、その段困への移行期に策定した被災した地域の長期的な復旧策の計画に基づき、通常の社会的・経済的活動への復帰の

支援を行う必要がある。

② 緊急事態の初期対応段躇における防謹措置の考え方

上記①のうち、初期対応段階においては、東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえ、放射1生物質の放出開始前から必要

に応じた防護措置を講じなければならない。このため、 IAEA等が定める防護措置の枠粗みの考え方を踏まえて、以下のように、初期対応

段階において、施設の状況に応じて緊急革餓の区分を決定し予防的防護措骰を実行するとともに、観測可能な指標に基づき緊急時防額措置を

迅速に実行できるような意思決定の枠紺みを構築する。

(i)緊急事態区分及び緊急時活動レベル (EAL)

（イ）基本的な考え方

緊急事態の初期対応段附においては、情報収集により事態を把握し、原子力施設の状況や当該施設からの距雌等に応じ、防護措脱の準備

やその実施等を適切に進めることが重要である。このような対応を実現するため、以下のとおり、原子力施設の状況に応じて、緊急事態を、

警戒事態、施設敷地緊急事態及び全面緊急事態の3つに区分し、各区分における、原子力事業者、国及び地方公共団体のそれぞれが果たす

べき役割を明らかにする。緊急事態区分と主要な防護措阻の枠組みについては、表1の前段にまとめる。また、図 lに全面緊急事能に至っ

た場合の対応の流れを記栽する。ただし、これらの布態は、ここに示されている区分の廂序のとおりに発生するものでなく 、事態の進展に

よっては全面緊急事態に至るまでの時間的間隔がない場合等があり得ることに留意すべきである．

誓戒事態：

腎戒事態は、その時点では公衆への放射線による影響やそのおそれが緊急のものではないが、原子力施設における異常事象の発生又はそ

のおそれがあるため、情報収集や、緊急時モニタリング（放射性物質若しくは放射諒の異常な放出又はそのおそれがある場合に実施する環
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境放射絞モニタリングをいう。以下同じ。）の準備、施設敷地緊急事態要避難者（避難の実施に通常以上の時間がかかり、かつ、避難の実

施により健康リスクが高まらない痰配虚者（災害対策基本法第8条第2項第15号に定める要配慮者をいう．以下同じ．）｀安定ヨウ素剤を

事前配布されていない者及び安定ヨウ素剤の服用が不適切な者のうち、施設敷地緊急事態において早期の避難等の防護措臨の実施が必要な

者をいう。以下同じ。）の避難等の防護措既の部備を011始する必要がある段階である。

この段階では、原子力事業者は、誓戒事態に該当する事象の発生及び施設の状況について直ちに国に連絡しなければならない。国は、原

子力事業者の情料を基に誓戒事態の発生の確認を行い、遅滞なく、地方公共団体、公来等に対する情報提供を行わなければならない。国及

び地方公共団体は、原子力施設の近傍のPAZ ((3)② (i)（イ）で述べるPAZをいう。以下同じ。）内において、実施に比較的時間

を要する防護措樅の準備に着手しなければならない。

施設敷地緊急革能：

施設敷地緊急事態は、原子力施設において公衆に放射線による影唱をもたらす可能性のある事象が生じたため、原子力施設周辺において

緊急時に備えた避難等の士な防護措置の準備を開始する必要がある段階である。

この段階では、原子力事業者は、施設敷地緊急事態に該当する事象の発生及び施設の状況について直ちに国及び地方公共団体に通報しな

ければならない。国は、施設敷地緊急事態の発生の確認を行い、遅滞なく、地方公共団体、公衆等に対する情報提供を行わなければならな

い。国、地方公共団体及び原子力事業者は、緊急時モニクリングの実施等により事態の進展を把握するため情報収集の強化を行うとともに、

主にPAZ内において、基本的にすぺての住民等を対象とした避難等の予防的防護措握を準備し、また、施股敷地緊急事態要避難者を対象

とした避難を実施しなければならない。

全面緊急班能 ：

全面緊急布態は、原子力施設において公衆に放射線による影響をもたらす可能性が高い事象が生じたため、確定的影響を回避し、確辛的

影響のリスクを低減する観点から、迅速な防護措阻を実施する必要がある段階である。

この段階では、原子力事業者は、全面緊急事態に該当する事象の発生及び施設の状況について直ちに国及び地方公共団体に通報しなけれ

ばならない。国は、全面緊急事態の発生の確認を行い、遅滞なく、地方公共団体、公衆等に対する情報提供を行わなければならない。国及

び地方公共団体は、 PAZ内において、基本的にすぺての住民等を対象に避難や安定ヨウ素剤の服用等の予防的防護措置を諜じなければな

らない。また、事態の規模、時間的な推移に応じて、 UPZ((3}② (i) （口）で述べるUPZをいう。以下同じ．）内においても、P




